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朝来市立和田山中学校 

 

１ 学校の方針 

 学校教育目標「学びに向かう力を育み、ともに励みあう学校」のもと、社会的な自立に向け、学びに

向かう力を持つ生徒、自他の命を大切にし、認め合い支え合う心豊かな生徒、心身を鍛え、磨き、高め、

ともに励みあう活気ある生徒、ふるさとに感謝し国際性を磨く、柔軟で広い視野を持つ生徒の育成を目

指している。 

 そのためには、全ての生徒が安心して学校生活を送り、有意義で充実した教育活動に取り組めるよう、

いじめ防止に向けた指導体制を定め、いじめの未然防止を図り、いじめの早期発見に取り組むことが不

可欠である。以下に「朝来市立和田山中学校いじめ防止基本方針」を定め、全職員で共通理解を図り、

安心安全な学校運営を推進していく。 

 

２ 基本的な考え方 

 いじめは、命や人権に関わる問題であり、絶対に許されることではなく、「いじめはどの生徒にも起こ

り得る」という認識を全職員が持ち、好ましい人間関係を築き、いじめを生まない土壌作りに取り組ん

でいく。 

  

 ＜いじめとは＞ 

 心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む）であり、当該

行為の対象となった生徒が心身の苦痛を感じているものをいう。 

 ①どの子どもにもどの学校でも起こりうる      ②人権侵害であり人として決して許されない 

 ③大人には気付きにくいところで行われ発見しにくい ④児童生徒は入れ替わり加害も被害も経験 

 ⑤暴力を伴わなくても生命、身体に重大な危険    ⑥態様により暴行、恐喝等の刑罰法規に抵触 

 ⑦傍観者から仲裁者への転換が重要 

 

３ いじめ対策委員会の設置 

  いじめ防止等に関する措置を実効的且つ迅速に行うため「いじめ対策委員会」を設置する。 

（１）構成メンバー 

校長・教頭・生徒指導・学年代表・養護教諭・該当担任・該当部活動顧問・スクールカウンセラー 

（ＰＴＡ三役・学年ＰＴＡ代表・学年生徒代表） 

※校長が重大事態と判断した場合は、専門的な知識を有する他関係機関（市社会福祉課やスクー

ルソーシャルワーカー、学校支援チーム等）よりメンバーを招集することができる。 

    

（２）委員会の役割 

   ○いじめの未然防止及び早期発見のための年間計画、達成目標の作成・実行、取組状況の検証や

評価を行い、必要に応じて改善する。 

   ○いじめに関する相談や通報の窓口 

   ○いじめに関する情報や生徒の問題行動などに係る情報の収集と記録、共有 

○いじめ発生時の対応及び指導方針等の決定 

○いじめに関する職員研修の立案及び実施    

   ○いじめ防止について生徒、保護者及び教職員への啓発 

   ○充実した道徳教育及び体験的活動の推進 

 

４ 未然防止及び早期発見のための取組 

（１）小中連携におけるいじめ未然防止策の実施 

   ○校区内各小学校での授業参観や担任との懇談を通して、生徒一人一人の生活・学習状況や人間

関係を把握する。 

   ○校区内小学校の先生方と生徒の情報共有を行い、クラス編成を行うことで、いじめを生じにく

いクラス編成を行う。 



（２）生徒理解研修 

   ○新年度、入学進級した全校生についての特性や人間関係把握のために全職員で共通理解を図る

研修を行い、いじめの未然防止を図る。 

 

（３）アンケートの実施（アンケート用紙別紙）工夫、改善 

   ○学期に１回程度、全校生徒を対象に実施する。 

   ○アンケート結果からいじめの可能性がある全生徒に担任が教育相談を実施する。 

○教育相談の結果は担任→学年代表→生徒指導→学校長に報告する。 

○アンケートは５年間保管する。(異常なしであっても保管する。) 

○生徒の回答をもとに、アンケートの工夫改善を図っていく。 

 

（４）生徒理解を深めるアセスメントの実施 

   ○学期半ばに、生徒の特性や課題について教職員が共通理解を図り、課題やつまずきを克服する

ための手立てを考える。 

   ○定期的に生徒アセスメントを実施し、生徒の情報交換を行い、手立ての検討や、指導法の改善

を図る。 

    

（５）教育相談体制の充実 

   ○定期的な教育相談時に生徒の変化や表情を読み取り相談を行う。また、保護者にも家庭での様

子等を訊ねる機会でもあるため、特に、携帯電話やインターネット上のいじめについての早期

発見に努める。 

    ・家庭訪問（４月） ・期末懇談会（７月・１２月・３月） 

   ○進路面談時や教育相談時に生徒の変化や表情を読み取る。 

    ・学期中頃や定期考査前後（各学年で計画・実施） 

    

（６）職員研修の充実 

   ○いじめに関する法令の趣旨や対応についての研修を実施する。 

○「いじめ未然防止プログラム」を活用するなど校内研修を実施する。 

   ○カウンセリングマインド研修を実施する。 

   ○人権講演会等への積極的な参加。 

 

（７）家庭や地域への啓発活動 

   ○保護者や地域への啓発 

    ＰＴＡ総会時や学級（学年）懇談会、期末保護者会などでいじめの未然防止や学校の取組を積

極的に発信していく。 

 

（８）情報モラル教育の充実 

   ○情報教育講演会 

    生徒と保護者を対象とした情報教育活動（情報教育講演会や県警サイバー犯罪課講演等）を企

画し、情報ネットワークに関わる問題の未然防止に努める。保護者の責務について周知し、家

庭に対してフィルタリングの利用やルールづくりなどを促す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ いじめ発生時の組織的対応 

 いじめの疑いに関する情報を把握した場合やいじめを認知した場合は、いじめ対策委員会を招集し、

情報の収集と記録、情報の共有、いじめの事実確認を行い迅速かつ組織的に対応し、解決を図っていく。 

 

＜いじめ対応の基本的な流れ＞ 

 

 いじめ情報のキャッチ   

     ↓ 

 いじめ対策委員会招集 学校長の判断で召集 

     ↓ 

 正確な実態把握 該当担任及び学年生徒指導、学年職員を基本として実態把握に努める 

     ↓ 

 指導体制・指導方針の決定 生徒指導を中心として指導の狙いを明確にし、全職員の共通理解を図る 

     ↓ 

 生徒への指導及び支援（保護者との連携） 担任を窓口として被害生徒の保護と保護者説明（※訪問） 

     ↓ 

 今後の対応 担任及び学年職員を中心とした継続的な支援 

 

 

６ 重大事態への対応 

（１）重大事態とは 

 重大事態とは「いじめにより生徒の生命、心身または財産に重大な被害が生じた疑いがあると認める

とき」で、いじめを受けた生徒の状況で判断する。 

 また、「いじめにより生徒が相当の期間、学校を欠席することを余儀なくされている疑いある場合と認

めたとき」も重大事態と捉える。この場合の「相当の期間」については、不登校の定義を踏まえ、年間

３０日を目安とするが、一定期間連続して欠席している場合には適切に調査し、校長が判断する。 

 また、生徒や保護者からいじめについて重大事態に至ったという申し立てがあったときは、校長が判

断し、適切に対応する。 

 

（２）重大事態への対応 

 校長が重大事態と判断した場合は直ちに、朝来市教育委員会を通じて市当局へ事態発生を報告すると

ともに、校長のリーダーシップの下、学校が主体となって、いじめ対策委員会に専門的知識及び経験を

有する外部の専門家（市社会福祉、心理学者、保護司、人権擁護委員等）を加えた組織を確立し、調査

及び事態の解決にあたる。いじめを受けた生徒及び保護者に対して、情報を適切に提供する。 

 また、朝来市教育委員会を通じて、市当局へ調査結果を報告する。 

 

７ その他 

○詳細な取組や具体的な指導方針等については兵庫県教育委員会作成の「いじめ対応マニュアル」を活

用し、指導にあたる。 

※全職員が「いじめ対応マニュアル」を職員室自席に常備保管し、活用できる状態に保っておく。 
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